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(百万円未満切捨て)
１．平成28年５月期の連結業績（平成27年６月１日～平成28年５月31日）
（１）連結経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

28年５月期 5,530 5.7 370 △35.2 371 △72.0 314 △71.7

27年５月期 5,234 23.6 572 △28.9 1,328 69.2 1,112 125.4
(注) 包括利益 28年５月期 189百万円(△83.9％) 27年５月期 1,174百万円( 135.2％)

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

28年５月期 13.60 13.56 7.1 4.4 6.7

27年５月期 48.03 47.97 28.8 21.8 10.9
(参考) 持分法投資損益 28年５月期 16百万円 27年５月期 763百万円
(注) 当社は、平成26年８月１日付で、普通株式１株につき普通株式４株の株式分割を行っております。１株当たり当期純利益及び潜在株

式調整後１株当たり当期純利益は、前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して算定しております。

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

28年５月期 9,941 6,988 44.8 192.35

27年５月期 7,081 4,443 62.0 189.70
(参考) 自己資本 28年５月期 4,454百万円 27年５月期 4,393百万円
(注) 当社は、平成26年８月１日付で、普通株式１株につき普通株式４株の株式分割を行っております。１株当たり純資産は、前連結会計

年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して算定しております。

（３）連結キャッシュ・フローの状況
営業活動による

キャッシュ・フロー
投資活動による

キャッシュ・フロー
財務活動による

キャッシュ・フロー
現金及び現金同等物

期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

28年５月期 915 92 △0 1,906

27年５月期 24 △1,590 287 899

２．配当の状況

年間配当金 配当金総額
(合計)

配当性向
(連結)

純資産
配当率
(連結)第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

27年５月期 ― 0.00 ― 5.00 5.00 115 10.4 3.0

28年５月期 ― 0.00 ― 5.00 5.00 115 36.8 2.6

28年12月期(予想) ― 0.00 ― 3.00 3.00 31.3
(注) 当社は、平成28年８月26日開催予定の第14期定時株主総会にて「定款一部変更の件」が承認されることを条件として、決算期（事業

年度の末日）を現行の５月31日から12月31日に変更することを予定しております。

３．平成28年12月期の連結業績予想（平成28年６月１日～平成28年12月31日）
(％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通 期 5,543 － 301 － 306 － 221 － 9.58

(注）平成28年12月期は決算期変更の経過期間となり、第２四半期（累計）は四半期報告書の提出がありませんので、予想数値は記載して
おりません。また、通期については、３月決算の子会社は９ヶ月間（平成28年４月１日～平成28年12月31日）、５月決算の子会社は７
ヶ月間（平成28年６月１日～平成28年12月31日）を連結対象期間とした予測数値を記載しております。このため、通期の対前期増減率
については記載しておりません。
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※ 注記事項

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動) ： 有

　 新規 1社 (社名)株式会社石井工作研究所 、除外 ―社 (社名)
　　

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無
　　

（３）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 28年５月期 23,157,600株 27年５月期 23,157,600株

② 期末自己株式数 28年５月期 ―株 27年５月期 ―株

③ 期中平均株式数 28年５月期 23,157,600株 27年５月期 23,157,219株
　

(注) 当社は、平成26年８月１日付で、普通株式１株につき普通株式４株の株式分割を行っております。発行済株式数は、
前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して算定しております。

　

(参考) 個別業績の概要
１．平成28年５月期の個別業績（平成27年６月１日～平成28年５月31日）
（１）個別経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

28年５月期 4,321 △15.8 263 △53.9 264 △54.0 157 △56.8

27年５月期 5,131 22.3 571 △27.6 573 △25.8 364 △25.0
　

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

円 銭 円 銭

28年５月期 6.80 6.78

27年５月期 15.73 15.71
　

(注) 当社は、平成26年８月１日付で、普通株式１株につき普通株式４株の株式分割を行っております。１株当たり当期
純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、前事業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して算定し
ております。

　

（２）個別財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

28年５月期 5,858 3,739 62.6 158.39

27年５月期 6,286 3,687 57.8 157.02

(参考) 自己資本 28年５月期 3,668百万円 27年５月期 3,636百万円
　

(注) 当社は、平成26年８月１日付で、普通株式１株につき普通株式４株の株式分割を行っております。１株当たり純資
産は、前事業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して算定しております。

　

　

※ 監査手続の実施状況に関する表示
　この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商品
取引法に基づく財務諸表の監査手続は終了しておりません。

　

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
　本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判
断する一定の前提条件に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業
績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる仮定及び業績予想のご利用にあたっ
ての注意事項等については、添付資料２ページ「経営成績に関する分析」をご覧ください。
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１．経営成績・財政状態に関する分析

（１）経営成績に関する分析

①当期の経営成績

当連結会計年度におけるわが国経済は、海外経済の減速懸念による急速な円高や株価下落により、先行きは不透

明な状況となっております。

このような状況のなか、当社グループは、早期に売上高100億円を超過することを目標に積極的な投資を行って

まいりました。平成27年10月には、北米のIP無線市場に参入するために米国シリコンバレーに子会社Mobile Create

USA, Inc.を設立いたしました。平成28年２月15日より、株式会社石井工作研究所（証券コード：6314）の普通株式

に対する公開買付けを実施し、平成28年３月22日付で、株式会社石井工作研究所を当社の連結子会社としました。

平成28年５月にはアジア市場への進出の足掛かりとして、InfoTrack Telematics Pte. Ltd（本社：シンガポール）

に事業投資を行うとともに、インド・東南アジアと中東を中心に成長するテレマティクス市場において事業を拡大

することを目指して、株式会社ゼンリンデータコムと業務提携をいたしました。

上記のように積極的に事業投資をするなかで、当連結会計年度の経営成績については、売上高と利益ともに期初

計画を下回りました。平成28年５月が期限であったタクシーのアナログ無線廃止の需要獲得については、システム

導入の補助金申請手続きに時間を要し、導入案件が第４四半期に集中したために導入対応ができなかったこと、及

び一定の手続きを行なうことで例外的に平成28年６月1日以降もアナログ方式の周波数の使用が認められることとな

ったため、計画未達となりました。また、業務用IP無線システムの防災市場への展開については、市場への浸透が

十分ではなく、販路拡大が一部に留まりました。

一方で、株式会社石井工作研究所については、７期連続の営業赤字を計上しておりましたが、同社の平成28年３

月期決算において営業黒字を達成することができました。

以上の結果、当連結会計年度の売上高は5,530,892千円（前年同期比5.7％増）、営業利益は370,849千円（同

35.2％減）、経常利益は371,343千円（同72.0％減）、親会社株主に帰属する当期純利益は314,896千円（同71.7％

減）となりました。

　

当社グループは、「移動体通信事業」の単一セグメントでありましたが、株式会社石井工作研究所の連結子会社

化に伴い、報告セグメントを「移動体通信事業」と「装置等関連事業」に変更しております。

また、「移動体通信事業」の売上区分については、システムの販売収入である「アプライアンス」、販売したシ

ステムを利用するにあたり発生する通信インフラやサービスの利用料等の収入である「モバイルネットワーク」、

販売したシステムの機器保守やソフトウェアの変更等の収入である「カスタマサービス」に区分しておりましたが、

「アプライアンス」を「フロービジネス」に変更し、「モバイルネットワーク」と「カスタマサービス」を「スト

ックビジネス」に変更しております。

（ⅰ）移動体通信事業

売上高は、4,592,323千円（前年同期比12.3％減）、営業利益は264,521千円（同53.8％減）となりました。

　

フロービジネス

タクシー配車システム、バスロケーションシステム、電子決済システムについては、前年度と比較して売上高

を伸ばすことができましたが、前年度で売上高を計上した大型受託開発案件の剥落をカバーできずに、フロービ

ジネス売上高は3,029,522千円（前年同期比23.2％減）となりました。
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ストックビジネス

契約台数は、過去最高の純増２万台となり、累積契約台数は約８万５千台となったことから、ストックビジネ

ス売上高は1,562,800千円（前年同期比21.0％増）となりました。

　

（ⅱ）装置等関連事業

株式会社石井工作研究所の連結子会社化に伴う報告セグメントの追加となります。

営業赤字が続いておりましたが、事業構造改革によるコストダウンと設計・製造工程での原価管理、受注段階で

の仕様固め等を徹底した結果、売上高は939,490千円、営業利益は106,159千円となりました。

②次期の見通し

既存事業の拡大と新規ビジネスへの挑戦を掲げております。

タクシー会社向けには、配車システムにビックデータやAIを活用するための研究開発を実施するとともに、コン

シューマー向けの配車サービスを強化して、シェア拡大を目指してまいります。バス会社向けには、バスロケーシ

ョンシステム以外にもバス機器製品化に取り組んでまいります。また、決済事業については、Ｖクレジットが好評

のほか、沖縄本島IC乗車券システム「OKICA」の拡張計画にも取り組んでまいります。

新規ビジネスにつきましては、株式会社石井工作研究所とのIoTビジネス構築と海外市場開拓に取り組んでまい

ります。

なお、当社は平成28年８月26日開催予定の定時株主総会にて「定款一部変更の件」が承認されることを条件とし

て、事業年度の末日を現行の５月31日から12月31日に変更することを予定しております。

平成28年12月期の業績見通しにつきましては、７ヶ月の変則決算となりますが、売上高は5,543百万円、営業利

益は301百万円、経常利益は306百万円、親会社株主に帰属する当期純利益は221百万円を予想しております。

（２）財政状態に関する分析

①資産、負債及び純資産の状況

当連結会計年度末における資産合計は9,941,105千円となり、前連結会計年度末と比べ2,859,928千円増加しまし

た。これは主に関係会社株式が1,408,274千円減少したものの、土地が1,262,522千円増加したこと及び現金及び預

金が1,007,366千円増加したことによるものであります。

負債合計は、2,952,929千円となり、前連結会計年度末と比べ315,738千円増加しました。これは主に支払手形及

び買掛金が520,543千円減少したものの、長期借入金が322,014千円増加したこと及び短期借入金が200,000千円増加

したことによるものであります。

純資産合計は、6,988,175千円となり、前連結会計年度末と比べ2,544,189千円増加しました。これは主に配当金

の支払により利益剰余金が115,788千円減少したものの、当期純利益の計上により利益剰余金が314,896千円増加し

たこと及び非支配株主持分が2,462,577千円増加したことによるものであります。

②キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末と比べ1,007,366千円増加し、1,906,924千

円となりました。当連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動によるキャッシュ・フローは915,995千円の収入となりました。主な増加要因は、税金等調整前当期純利

益515,640千円、減価償却費357,208千円、段階取得に係る差損410,667千円、売上債権の減少1,425,114千円等であ

り、主な減少要因は、負ののれん発生益554,964千円、たな卸資産の増加344,044千円、仕入債務の減少859,463千円

等であります。
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（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは92,540千円の収入となりました。主な増加要因は、連結の範囲の変更を伴

う子会社株式の取得による収入564,377千円であり、主な減少要因は、投資有価証券の取得による支出265,896千円、

有形固定資産の取得による支出140,349千円、無形固定資産の取得による支出166,468千円であります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは902千円の支出となりました。主な増加要因は、長期借入れによる収入

412,000千円であり、主な減少要因は、短期借入金の減少100,000千円、社債の償還による支出138,200千円、配当金

の支払115,228千円であります。

(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移

平成24年５月期 平成25年５月期 平成26年５月期 平成27年５月期 平成28年５月期

自己資本比率 40.0％ 56.8％ 65.5％ 62.0％ 44.8％

時価ベースの自己資本比率 ― 495.0％ 343.7％ 252.8％ 98.1％

キャッシュ・フロー対有利子
負債比率

4.2年 3.7年 0.7年 43.5年 1.7年

インタレスト・カバレッジ・
レシオ

10.2倍 16.7倍 106.0倍 2.4倍 57.6倍

　自己資本比率：自己資本/総資産

　時価ベースの自己資本比率：株式時価総額/総資産

　キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債/キャッシュ・フロー

　インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー/利払い

　（注）１.いずれも連結ベースの財務諸表により計算しております。

　 ２.株式時価総額は期末株価終値×期末発行済株式数により算出しております。

３.有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っているすべての負債を対象としてお

ります。

　 ４.キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを使用しております。

　 ５.利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

　当社は、株主の皆様に対する利益還元を重要な経営課題と認識しており、将来の事業展開と経営体質の強化の

ために必要な内部留保を確保しつつ、安定した配当を実施していくことを基本方針としております。

　当期の期末配当金につきましては、業績動向や株主の皆様への利益還元等を総合的に勘案し、１株につき５円

を予定しております。

次期（平成28年12月期）の配当金につきましては、決算期変更（７ヶ月の変則決算）であることを勘案して、期

末配当金１株につき３円を予定しております。
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２．企業集団の状況

　当社グループは、当社、連結子会社６社の合計７社より構成されており、当社グループ各社の事業内容は以下のとお

りです。

＜当社グループ各社の事業内容＞

名称 主な事業内容

モバイルクリエイト株式会社
移動体管理システムの開発・販売並びにこれらに付随す
る通信・アプリケーションのサービス及び保守等

株式会社Ｍ.Ｒ.Ｌ 当社製品のレンタル・リース

沖縄モバイルクリエイト株式会社
沖縄県における当社提供の情報通信システムの保守・管
理等

株式会社トラン 観光タクシー・バス事業及び定額タクシー事業

Mobile Create USA,Inc. 当社製品の製造販売及び新規事業創出

ciDrone株式会社
無人飛行機及びロボット制御システムの研究・開発・製
造・施工・保守管理・販売及び輸出入

株式会社石井工作研究所
半導体・自動車関連製造装置及び金型等の製造・販売並
びに不動産・建築関連事業

３．経営方針

（１）会社の経営の基本方針

当社グループは、「システム構築を通じ社会のユビキタス化に貢献する」を経営理念とし、当社グループの製品

やサービスが、暮らしやビジネスをより良くより豊かなものにするように取り組んでまいります。

当社グループは、携帯通信網を活用した業務用IP無線システムを主力製品として、移動体管理システムの発展に

取り組み、MVNO事業者として様々な情報通信サービスの提供を行います。

当社グループは、事業者や利用者の目線で特徴ある差別化商品の創出に努めることで、当社グループの持続的な

成長と企業価値の向上を目指してまいります。

（２）目標とする経営指標

当社グループは、システムを販売するフロービジネスだけでなく、サービス運用と保守の契約台数を獲得し、ス

トックビジネスの拡大につなげるバランスのよい経営により、安定かつ持続的な収益の獲得を目指してまいります。

そのため、ストックビジネスの基盤となる契約台数増加に取り組んでおり、累積契約台数10万台達成を目標として

掲げております。

また、早期に売上高100億円超過することを目標としております。

（３）中長期的な会社の経営戦略

当社グループは、お客様第一主義によりお客様とともに成長する企業像を掲げ、価格競争力と魅力のあるシステ

ム開発力を強化し、移動体分野にこれまでにない新しい価値を創造することで、継続的な成長と企業価値の向上に

努めてまいります。

また、当社がこれまでに培ってきたソフトウェア・クラウド・情報通信の技術とグループ会社のもつメカニカル

の技術を連携・融合させることで、IoT（Internet of Things）分野におけるイノベーション創出を促進するととも

に、海外進出については、米国とアジアにおいて市場を開拓してまいります。
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（４）会社の対処すべき課題

当社グループは、継続的に事業規模を拡大させていくために下記課題への対応が必要であると考えております。

①営業展開について

当社グループは、業務用IP無線システム「ボイスパケットトランシーバー」を主力製品として、動態管理システ

ム「モバロケ」、タクシー自動配車システム「新視令」、バス運行管理システム「バスロケーションシステム」、

「電子決済システム」を物流業者や道路旅客運送業者を主要顧客として国内にて営業を展開してまいりました。

　今後は、新規顧客層の開拓に努めるとともに、海外市場を開拓してまいります。

②新規サービスについて

　当社グループは、ベンチャー精神を忘れずに積極的に新規サービスに取り組みます。顧客のニーズに合った新規

サービスを展開することで顧客満足度向上に努めるとともに、当社の製品やサービスが、暮らしやビジネスをより

良くより豊かなものにするように取り組んでまいります。

　また、グループ会社と連携することで、IoTビジネスモデルの創出による競争力強化と事業基盤の確立を進めてま

いります。

③技術者の確保、人材育成について

　当業界において技術者不足といわれるなか、優秀な技術者を確保することは、企業の発展、成長に欠かせない要

件であります。当社グループにおいても、多方面への採用活動を行い、優秀な技術者の確保に努めてまいります。

　また、当社グループにおいては人材が大きな財産であり、会社を発展、成長させるための重要な課題として、人

材育成があります。高度な技術力の向上はもとより、プレゼンテーション能力の向上、ヒューマンスキルの向上を

図り、顧客に最も信頼される人材、組織を作ってまいります。

④システム運用の安定化

当社グループのサービス契約台数は年々増加していることから、サーバー設備強化等の必要な設備投資を適時適

切に行うことでシステムの安定化に取り組んでまいります。

⑤内部統制による業務の標準化と効率化

急速な事業規模拡大により社員数が増加するなか、業務の標準化と効率化の徹底が、今後の継続的な成長性を左

右するものと考えております。このために、今後益々、内部統制を機能させるための環境を柔軟かつ適正に整えて

いくことが重要であると判断しております。当社グループは、内部牽制体制や内部監査の強化等を図り、統制活動

を通じ業務効率の改善に努めることで、当社グループの企業価値を最大限に高める努力をしてまいります。

４．会計基準の選択に関する基本的な考え方

　当社グループは、日本基準に基づき連結財務諸表を作成しております。IFRSの適用につきましては、国内外の諸情勢

を考慮の上、適切に対応していく方針であります。
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５．連結財務諸表

（１）連結貸借対照表

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成27年５月31日)

当連結会計年度
(平成28年５月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 899,557 1,906,924

受取手形及び売掛金 2,239,995 1,966,915

有価証券 - 10,019

リース投資資産 93,679 79,269

製品 168,910 389,774

仕掛品 37,997 394,238

原材料 274,975 627,447

繰延税金資産 58,373 49,937

その他 65,177 73,372

貸倒引当金 △3,278 △23,960

流動資産合計 3,835,389 5,473,938

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 214,972 1,654,130

減価償却累計額 △43,619 △876,037

建物及び構築物（純額） 171,352 778,092

機械装置及び運搬具 19,354 631,181

減価償却累計額 △5,321 △595,961

機械装置及び運搬具（純額） 14,033 35,219

工具、器具及び備品 221,898 555,490

減価償却累計額 △131,502 △463,530

工具、器具及び備品（純額） 90,396 91,959

レンタル資産 82,797 130,993

減価償却累計額 △13,254 △32,250

レンタル資産（純額） 69,542 98,743

土地 434,747 1,697,269

リース資産 28,725 160,174

減価償却累計額 △10,925 △84,266

リース資産（純額） 17,800 75,908

建設仮勘定 651 7,626

有形固定資産合計 798,525 2,784,819

無形固定資産

ソフトウエア 568,753 467,001

ソフトウエア仮勘定 14,384 47,808

リース資産 48,146 40,558

その他 47,051 44,067

無形固定資産合計 678,336 599,435

投資その他の資産

投資有価証券 311,826 732,013

退職給付に係る資産 - 265,961

関係会社株式 1,408,274 -

繰延税金資産 2,023 26,889

その他 53,681 64,432

貸倒引当金 △6,881 △6,384

投資その他の資産合計 1,768,924 1,082,911

固定資産合計 3,245,787 4,467,167

資産合計 7,081,176 9,941,105
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成27年５月31日)

当連結会計年度
(平成28年５月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,315,367 794,824

短期借入金 500,000 700,000

1年内償還予定の社債 138,200 128,200

1年内返済予定の長期借入金 37,166 87,864

リース債務 18,770 44,652

未払法人税等 64,679 27,831

賞与引当金 - 63,000

製品保証引当金 12,316 19,098

その他 185,634 344,169

流動負債合計 2,272,134 2,209,640

固定負債

社債 158,100 29,900

長期借入金 149,860 471,874

リース債務 52,276 78,832

繰延税金負債 360 139,811

役員退職慰労引当金 - 15,775

退職給付に係る負債 4,459 7,095

固定負債合計 365,056 743,289

負債合計 2,637,190 2,952,929

純資産の部

株主資本

資本金 1,004,678 1,004,678

資本剰余金 994,678 991,821

利益剰余金 2,321,381 2,520,490

株主資本合計 4,320,738 4,516,990

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 32,226 △2,550

為替換算調整勘定 - △870

退職給付に係る調整累計額 40,073 △59,216

その他の包括利益累計額合計 72,299 △62,637

新株予約権 50,948 71,245

非支配株主持分 - 2,462,577

純資産合計 4,443,986 6,988,175

負債純資産合計 7,081,176 9,941,105
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

連結損益計算書

(単位：千円)
前連結会計年度

(自 平成26年６月１日
　至 平成27年５月31日)

当連結会計年度
(自 平成27年６月１日
　至 平成28年５月31日)

売上高 5,234,260 5,530,892

売上原価 3,783,361 3,876,969

売上総利益 1,450,898 1,653,922

販売費及び一般管理費 878,611 1,283,073

営業利益 572,287 370,849

営業外収益

受取利息 3,996 5,029

受取配当金 1,537 1,831

持分法による投資利益 763,720 16,239

固定資産売却益 - 11,727

その他 4,460 7,390

営業外収益合計 773,714 42,218

営業外費用

支払利息 12,941 16,874

株式交付費 28 -

開業費 - 16,901

固定資産除却損 3,500 6,469

その他 1,226 1,479

営業外費用合計 17,696 41,724

経常利益 1,328,305 371,343

特別利益

負ののれん発生益 - 554,964

特別利益合計 - 554,964

特別損失

段階取得に係る差損 - 410,667

特別損失合計 - 410,667

税金等調整前当期純利益 1,328,305 515,640

法人税、住民税及び事業税 211,067 116,405

法人税等調整額 4,921 △14,152

法人税等合計 215,989 102,253

当期純利益 1,112,316 413,387

非支配株主に帰属する当期純利益 - 98,490

親会社株主に帰属する当期純利益 1,112,316 314,896

決算短信（宝印刷） 2016年07月14日 13時14分 9ページ（Tess 1.50(64) 20160126_01）



モバイルクリエイト株式会社(3669) 平成28年５月期 決算短信

10

連結包括利益計算書

(単位：千円)
前連結会計年度

(自 平成26年６月１日
　至 平成27年５月31日)

当連結会計年度
(自 平成27年６月１日
　至 平成28年５月31日)

当期純利益 1,112,316 413,387

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 16,924 △59,158

為替換算調整勘定 - △870

退職給付に係る調整額 - △144,641

持分法適用会社に対する持分相当額 44,848 △19,180

その他の包括利益合計 61,773 △223,851

包括利益 1,174,089 189,535

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 1,174,089 205,628

非支配株主に係る包括利益 - △16,092
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（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度(自 平成26年６月１日 至 平成27年５月31日)

(単位：千円)

株主資本 その他の包括利益累計額

新株予約権 純資産合計
資本金 資本剰余金 利益剰余金

株主資本合

計

その他有価

証券評価差

額金

退職給付に

係る調整累

計額

その他の包

括利益累計

額合計

当期首残高 1,004,085 994,085 1,324,845 3,323,016 10,525 - 10,525 22,041 3,355,584

当期変動額

新株の発行 592 592 1,185 1,185

剰余金の配当 △115,780 △115,780 △115,780

親会社株主に帰属す

る当期純利益
1,112,316 1,112,316 1,112,316

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

21,700 40,073 61,773 28,906 90,680

当期変動額合計 592 592 996,536 997,721 21,700 40,073 61,773 28,906 1,088,401

当期末残高 1,004,678 994,678 2,321,381 4,320,738 32,226 40,073 72,299 50,948 4,443,986

当連結会計年度(自 平成27年６月１日 至 平成28年５月31日)

(単位：千円)

株主資本 その他の包括利益累計額

新株予約

権

非支配株

主持分

純資産合

計資本金
資本剰余

金

利益剰余

金

株主資本

合計

その他有

価証券評

価差額金

為替換算

調整勘定

退職給付

に係る調

整累計額

その他の

包括利益

累計額合

計

当期首残高 1,004,678 994,678 2,321,381 4,320,738 32,226 - 40,073 72,299 50,948 -4,443,986

当期変動額

剰余金の配当 △115,788 △115,788 △115,788

親会社株主に帰属す

る当期純利益
314,896 314,896 314,896

連結子会社の増資に

よる持分の増減
△2,856 △2,856 △2,856

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

△34,776 △870 △99,289 △134,936 20,2962,462,5772,347,937

当期変動額合計 - △2,856 199,108 196,252 △34,776 △870 △99,289 △134,936 20,2962,462,5772,544,189

当期末残高 1,004,678 991,821 2,520,490 4,516,990 △2,550 △870 △59,216 △62,637 71,2452,462,5776,988,175
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：千円)
前連結会計年度

(自 平成26年６月１日
　至 平成27年５月31日)

当連結会計年度
(自 平成27年６月１日
　至 平成28年５月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 1,328,305 515,640

減価償却費 207,107 357,208

株式報酬費用 30,090 20,296

貸倒引当金の増減額（△は減少） 540 △1,908

退職給付に係る資産の増減額（△は増加） - △12,419

製品保証引当金の増減額（△は減少） △7,829 302

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 486 2,636

賞与引当金の増減額（△は減少） - 52,500

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） - 1,909

受取利息及び受取配当金 △5,533 △6,860

支払利息 12,941 16,874

固定資産売却損益（△は益） - △11,727

持分法による投資損益（△は益） △763,720 △16,239

負ののれん発生益 - △554,964

段階取得に係る差損益（△は益） - 410,667

固定資産除却損 3,500 6,469

売上債権の増減額（△は増加） △1,010,511 1,425,114

たな卸資産の増減額（△は増加） △11,056 △344,044

仕入債務の増減額（△は減少） 671,592 △859,463

リース投資資産の増減額（△は増加） 9,534 14,409

前受金の増減額（△は減少） △7,923 5,112

その他 △77,517 55,378

小計 380,007 1,076,893

利息及び配当金の受取額 6,125 12,018

利息の支払額 △10,005 △15,890

法人税等の支払額 △351,880 △157,026

営業活動によるキャッシュ・フロー 24,247 915,995

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △417,584 △140,349

有形固定資産の売却による収入 - 11,751

無形固定資産の取得による支出 △511,977 △166,468

投資有価証券の償還による収入 - 100,000

投資有価証券の取得による支出 △32,000 △265,896

関係会社株式の取得による支出 △606,080 -

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得
による収入

- 564,377

貸付けによる支出 - △24,597

貸付金の回収による収入 - 12,187

その他 △22,635 1,535

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,590,278 92,540
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(単位：千円)
前連結会計年度

(自 平成26年６月１日
　至 平成27年５月31日)

当連結会計年度
(自 平成27年６月１日
　至 平成28年５月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 500,000 △100,000

長期借入れによる収入 - 412,000

長期借入金の返済による支出 △45,456 △39,288

社債の償還による支出 △38,200 △138,200

非支配株主からの払込みによる収入 - 4,000

配当金の支払額 △115,304 △115,228

リース債務の返済による支出 △13,536 △24,185

その他 △26 -

財務活動によるキャッシュ・フロー 287,477 △902

現金及び現金同等物に係る換算差額 - △266

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,278,553 1,007,366

現金及び現金同等物の期首残高 2,178,111 899,557

現金及び現金同等物の期末残高 899,557 1,906,924
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

(継続企業の前提に関する注記)

　

該当事項はありません。

　

(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項)

１ 連結の範囲に関する事項

すべての子会社を連結しております。

連結子会社の数

６社

連結子会社の名称

株式会社Ｍ．Ｒ．Ｌ

沖縄モバイルクリエイト株式会社

株式会社トラン

ciDrone株式会社

Mobile Create USA,Inc.

株式会社石井工作研究所

　

　ciDrone株式会社（シーアイドローン）及びMobile Create USA,Inc.は、当連結会計年度において新たに設

立されたため、連結の範囲に含めております。

　また、株式会社石井工作研究所は、持分法適用関連会社でありましたが、当連結会計年度において株式を

追加取得し子会社化したため、連結の範囲に含めております。

２ 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の決算日は、Mobile Create USA,Inc.（12月31日）及び株式会社石井工作研究所（３月31日）を除き、

連結決算日と一致しております。

なお、Mobile Create USA,Inc.については、連結決算日で本決算に準じた仮決算を行った計算書類を基礎とし、

また、株式会社石井工作研究所については、同社の決算日現在の計算書類を使用して連結決算を行っております。

ただし、連結決算日との間に生じた株式会社石井工作研究所との重要な取引については、連結上必要な調整を行っ

ております。

３ 会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法

により算定）によっております。

時価のないもの

移動平均法による原価法によっております。

② たな卸資産

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。

ａ 製品

主に総平均法

ｂ 仕掛品

個別法及び総平均法

ｃ 原材料

主に総平均法
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(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く）

平成10年４月１日以降に取得した建物及びレンタル資産並びに平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備

及び構築物については定額法、それ以外の有形固定資産は定率法によっております。

　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物 10～38年

工具、器具及び備品 ２～20年

　 ・会計方針の変更

有形固定資産の減価償却方法の変更

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務

対応報告32号 平成28年６月17日）を当連結会計年度に適用し、平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備

及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

なお、この変更による影響は軽微であります。

② 無形固定資産（リース資産を除く）

ａ 市場販売目的のソフトウエア

見込販売数量に基づく償却額と見込有効期間（３年）に基づく均等配分額を比較し、いずれか大きい額を償

却する方法によっております。

ｂ 自社利用目的のソフトウエア

社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

③ リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零（残価保証の取り決めがある場合は残価保証額）とする定額法に

よっております。

(3) 重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

② 製品保証引当金

製品販売後の無償サービス費用の支出に備えるため、過去の保証費用実績率を基礎として計上しております。

③ 賞与引当金

一部の連結子会社は従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち当連結会

計年度に帰属する額を計上しております。

④ 役員退職慰労引当金

一部の連結子会社は役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。

(4) 退職給付に係る会計処理の方法

当社は従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上してお

ります。

また、一部の連結子会社は従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき計上しております。

　 ・退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、

給付算定式基準によっております。
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　 ・数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額法により費

用処理しております。

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５

年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。

(5) 重要な収益及び費用の計上基準

　ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準

リース料受取時に売上高と売上原価を計上する方法によっております。

(6) 重要な外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。

なお、在外子会社の資産及び負債は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場に

より円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めて計上しております。

(7) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

(8) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

① 繰延資産の処理方法

開業費

　支出時に全額費用として処理しております。

② 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

(会計方針の変更)

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」という。）、

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日。以下「連結会計基準」という。）及

び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日。以下「事業分離等会計基準」とい

う。）等を当連結会計年度から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持分変動による差額を資本

剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上する方法に変更しておりま

す。また、当連結会計年度の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配

分額の見直しを企業結合日の属する連結会計年度の連結計算書類に反映させる方法に変更いたします。加えて、当期

純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主持分への表示の変更を行っております。

　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項（４）、連結会計基準第44－５項（４）及び

事業分離等会計基準第57－４項（４）に定める経過的な取扱いに従っており、当連結会計年度の期首時点から将来に

わたって適用しております。

　この結果、当連結会計年度の税金等調整前当期純利益は2,856千円増加しております。また、当連結会計年度末の

資本剰余金が2,856千円減少しております。

　当連結会計年度の連結キャッシュ・フロー計算書においては、連結範囲の変動を伴う子会社株式の取得関連費用に

係るキャッシュ・フローは、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の区分に記載しております。
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(未適用の会計基準等)

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）

(1) 概要

繰延税金資産の回収可能性に関する取扱いについて、監査委員会報告第66号「繰延税金資産の回収可能性の判断

に関する監査上の取扱い」の枠組み、すなわち企業を５つに分類し、当該分類に応じて繰延税金資産の計上額を見

積る枠組みを基本的に踏襲した上で、以下の取扱いについて必要な見直しが行われております。

　 ①（分類１）から（分類５）に係る分類の要件をいずれも満たさない企業の取扱い

　 ②（分類２）及び（分類３）に係る分類の要件

　 ③（分類２）に該当する企業におけるスケジューリング不能な将来減算一時差異に関する取扱い

　 ④（分類３）に該当する企業における将来の一時差異等加減算前課税所得の合理的な見積可能期間に関する取扱

い

　 ⑤（分類４）に係る分類の要件を満たす企業が（分類２）又は（分類３）に該当する場合の取扱い

　

(2) 適用予定日

平成28年12月期の期首より適用予定であります。

　

(3) 当該会計基準等の適用による影響

影響額は、当連結財務諸表の作成時において評価中であります。

(表示方法の変更)

　該当事項はありません。

(連結貸借対照表関係)

※１ 担保資産及び担保付債務

担保に供している資産

前連結会計年度

(平成27年５月31日)

当連結会計年度

(平成28年５月31日)

建物及び構築物 152,834千円 582,256千円

土地 128,265千円 529,896千円

有価証券 － 10,019千円

計 281,099千円 1,122,171千円

担保付債務

前連結会計年度

(平成27年５月31日)

当連結会計年度

(平成28年５月31日)

１年内返済予定の長期借入金 25,464千円 25,464千円

長期借入金 149,860千円 122,274千円

計 175,324千円 147,738千円
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(連結損益計算書関係)

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

前連結会計年度

(自 平成26年６月１日

至 平成27年５月31日)

当連結会計年度

(自 平成27年６月１日

至 平成28年５月31日)

役員報酬 109,350千円 131,594千円

給料手当 252,780千円 385,288千円

※２ 一般管理費に含まれる研究開発費の総額は、次のとおりであります。

前連結会計年度

(自 平成26年６月１日

至 平成27年５月31日)

当連結会計年度

(自 平成27年６月１日

至 平成28年５月31日)

25,438千円 46,968千円

(連結包括利益計算書関係)

※１ その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

前連結会計年度
(自 平成26年６月１日
至 平成27年５月31日)

当連結会計年度
(自 平成27年６月１日
至 平成28年５月31日)

その他有価証券評価差額金

当期発生額 24,114千円 △64,376千円

組替調整額 ― 千円 ― 千円

税効果調整前 24,114千円 △64,376千円

税効果額 △7,190千円 5,217千円

その他有価証券評価差額金 16,924千円 △59,158千円

為替換算調整勘定

当期発生額 ― 千円 △870千円

組替調整額 ― 千円 ― 千円

為替換算調整勘定 ― 千円 △870千円

退職給付に係る調整額

当期発生額 ― 千円 △144,641千円

組替調整額 ― 千円 ― 千円

退職給付に係る調整額 ― 千円 △144,641千円

持分法適用会社に対する持分相当額

当期発生額 50,710千円 △612千円

組替調整額 △5,861千円 △18,569千円

持分法適用会社に対する持分法相当額 44,848千円 △19,180千円

その他の包括利益合計 61,773千円 △223,851千円
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自 平成26年６月１日 至 平成27年５月31日）

１ 発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 5,789,000 17,368,600 ― 23,157,600
　
　（変動事由の概要）

平成26年８月の株式分割による増加 17,367,000株

平成26年８月のストック・オプションとしての新株予約権の権利行使による増加 1,600株

２ 自己株式に関する事項

該当事項はありません。

３ 新株予約権等に関する事項

会社名 内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数(株） 当連結会計
年度末残高
（千円）

当連結会計
年度期首

増加 減少
当連結会計
年度末

提出会社
ストック・オプション
としての新株予約権

― ― ― ― ― 50,948

合計 ― ― ― ― 50,948

４ 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の
総額(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成26年８月26日
定時株主総会

普通株式 115,780 (注)20.00 平成26年５月31日 平成26年８月27日

(注) １株当たり配当額20.00円は、記念配当であります。

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の
総額(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成27年８月28日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 115,788 5.00 平成27年５月31日 平成27年８月31日

当連結会計年度(自 平成27年６月１日 至 平成28年５月31日）

１ 発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 23,157,600 ― ― 23,157,600
　

２ 自己株式に関する事項

該当事項はありません。
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３ 新株予約権等に関する事項

会社名 内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数(株） 当連結会計
年度末残高
（千円）

当連結会計
年度期首

増加 減少
当連結会計
年度末

提出会社
ストック・オプション
としての新株予約権

― ― ― ― ― 71,245

合計 ― ― ― ― 71,245

４ 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の
総額(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成27年８月28日
定時株主総会

普通株式 115,788 5.00 平成27年５月31日 平成27年８月31日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議予定 株式の種類 配当の原資
配当金の
総額(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成28年８月26日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 115,788 5.00 平成28年５月31日 平成28年８月29日

(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおりで

あります。

前連結会計年度
(自 平成26年６月１日
至 平成27年５月31日)

当連結会計年度
(自 平成27年６月１日
至 平成28年５月31日)

現金及び預金 899,557千円 1,906,924千円

現金及び現金同等物 899,557千円 1,906,924千円

(ストック・オプション等関係)

　

１ ストック・オプションに係る費用計上額及び科目名

前連結会計年度
(自 平成26年６月１日
至 平成27年５月31日)

当連結会計年度
(自 平成27年６月１日
至 平成28年５月31日)

売上原価 9,597千円 3,217千円

販売費及び一般管理費 20,357千円 17,002千円
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２ ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

当連結会計年度（平成28年５月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの

数については、株式数に換算して記載しております。

(1) ストック・オプションの内容

2013年度
新株予約権

第３回
新株予約権

2014年度
新株予約権

2015年度
新株予約権

付与対象者の区分及
び人数(名)

当社取締役 ５ 当社従業員 85 当社取締役 ４ 当社取締役 ６

株式の種類及び付与
数(株)

普通株式 22,000 普通株式 102,000 普通株式 18,800 普通株式 42,000

付与日 平成25年９月30日 平成25年９月30日 平成26年９月30日 平成27年９月30日

権利確定条件
権利確定条件は付さ
れておりません。

権利確定条件は付さ
れておりません。

権利確定条件は付さ
れておりません。

権利確定条件は付さ
れておりません。

対象勤務期間
対象勤務期間の定め
はありません。

平成25年９月30日～
平成27年９月30日

対象勤務期間の定め
はありません。

対象勤務期間の定め
はありません。

権利行使期間
平成25年10月１日～
平成55年９月30日

平成27年10月１日～
平成30年９月30日

平成26年10月１日～
平成56年９月30日

平成27年10月１日～
平成57年９月30日

(2) ストック・オプションの規模及びその変動状況

① ストック・オプションの数

2013年度
新株予約権

第３回
新株予約権

2014年度
新株予約権

2015年度
新株予約権

権利確定前

　前連結会計年度末(株) 20,400 96,000 18,800 ―

　付与(株) ― ― ― 42,000

　失効(株) ― ― ― ―

　権利確定(株) ― 96,000 ― ―

　未確定残(株) 20,400 ― 18,800 42,000

権利確定後

　前連結会計年度末(株) ― ― ― ―

　権利確定(株) ― 96,000 ― ―

　権利行使(株) ― ― ― ―

　失効(株) ― ― ― ―

　未行使残(株) ― 96,000 ― ―

② 単価情報

2013年度
新株予約権

第３回
新株予約権

2014年度
新株予約権

2015年度
新株予約権

権利行使価格(円) 1 740 1 1

行使時平均株価(円) ― ― ― ―

付与日における公正な評価単価
(円)

739.75 301.75 846 364
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３ ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

当連結会計年度において付与されたストック・オプションについての公正な評価単価の見積方法は以下のとおりで

あります。

2015年度新株予約権

使用した評価技法 ブラック・ショールズ式

株価変動性(注)１ 54.0％

予想残存期間(注)２ 15年

予想配当(注)３ 5円/株

無リスク利子率(注)４ 0.717％

(注) １．上場から平成27年９月30日までの株価をもとに算定した週次ヒストリカルボラティリティを採用しておりま

す。

２．十分なデータの蓄積がなく、合理的な見積りが困難であるため、権利行使期間の中間点において行使される

ものと推定して見積っております。

３．平成27年５月期の配当実績によります。

４．予想残存期間に対応する国債の利回りであります。

４ ストック・オプションの権利確定数の見積方法

将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用しております。

(企業結合等関係)

　

取得による企業結合

１．企業結合の概要

(1) 被取得企業の名称及び事業の内容

　被取得企業の名称 株式会社石井工作研究所

　事業の内容 半導体・自動車関連事業、不動産・建築関連事業

(2) 企業結合を行った主な理由

ITの技術革新による急激なビジネス環境の変化に対応するためには、グループ一体となって中長期的な視点に基

づいたIoTビジネスモデルの創出による競争力強化と事業基盤の確立を進めることが重要であり、協力体制をより強

固にすることで、更なるシナジー効果を発揮できると判断したためです。

(3) 企業結合日

　平成28年３月22日

(4) 企業結合の法的形式

　株式取得による子会社化

(5) 結合後企業の名称

　結合後企業の名称に変更はありません。

(6) 取得した議決権比率

　企業結合直前に所有していた議決権比率 32.81%

　企業結合日に追加取得した議決権比率 8.13%

　取得後の議決権比率 40.94%

(7) 取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が、株式会社石井工作研究所の議決権を40%以上保有したことに伴い、支配力基準に基づき子会社化したこと

によるものです。
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２．当連結会計年度に係る連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間

平成27年４月１日から平成28年３月31日まで

なお、平成27年12月31日をみなし取得日としているため、連結損益計算書上、平成27年４月１日から平成27年12

月31日までの被取得企業に係る損益は、持分法による投資利益として計上しております。

３．被取得企業の取得原価及びその内訳

　企業結合直前に保有していた株式会社石井工作研究所の普通株式の時価 969,000千円

　株式会社石井工作研究所株式の追加取得に伴い支出した現金 189,482千円

　取得原価 1,158,482千円

４．被取得企業の取得原価と取得するに至った個々の取引ごとの原価の合計額

　段階取得に係る差損 410,667千円

５．主要な取得関連費用の内容及び金額

　アドバイザリー費用等 36,365千円

６．負ののれん発生益の金額及び発生原因

(1) 負ののれん発生益の金額 554,964千円

(2) 発生原因

　 企業結合時の時価純資産額が取得原価を上回ったため、その差額を負ののれん発生益として計上しております。

７．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

　(1) 資産の額

　 流動資産 2,517,048千円

　 固定資産 2,705,613千円

　 資産合計 5,222,661千円

　(2) 負債の額

　 流動負債 809,678千円

　 固定負債 227,724千円

　 負債合計 1,037,403千円

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前連結会計年度(自 平成26年６月１日 至 平成27年５月31日)

当社グループは、報告セグメントがデジタル携帯通信網を利用した製品の開発・製造及び販売並びにこれらに付

随する通信・アプリケーションのサービス及び保守に関する業務等の「移動体通信事業」一つであるため、記載を

省略しております。

当連結会計年度(自 平成27年６月１日 至 平成28年５月31日)

１ 報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締

役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

　当社グループは、「移動体通信事業」の単一セグメントでありましたが、株式会社石井工作研究所の連結子会社

化に伴い、報告セグメントを「移動体通信事業」と「装置等関連事業」に変更しております。
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２ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額の算定方法

　 (単位：千円)

報告セグメント
合計 調整額

連結財務諸表
計上額移動体

通信事業
装置等
関連事業

売上高

　外部顧客への売上高 4,592,323 938,568 5,530,892 － 5,530,892

セグメント間の
内部売上高又は振替高

－ 922 922 △922 －

計 4,592,323 939,490 5,531,814 △922 5,530,892

セグメント利益 264,521 106,159 370,680 169 370,849

セグメント資産 4,958,092 4,983,666 9,941,758 △653 9,941,105

その他の項目

　減価償却費 333,011 24,196 357,208 － 357,208

有形固定資産及び
無形固定資産の増加額

256,961 359,392 616,353 △309,535 306,817

（注）セグメント利益の調整額169千円及びセグメント資産の調整額△653千円は、セグメント間取引消去によるもの

であります。

【関連情報】

前連結会計年度(自 平成26年６月１日 至 平成27年５月31日)

１ 製品及びサービスごとの情報

単一の製品及びサービス区分の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略

しております。

　

２ 地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

(2) 有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

　

３ 主要な顧客ごとの情報

(単位：千円)

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

第一交通産業グループ 512,131 移動体通信

当連結会計年度(自 平成27年６月１日 至 平成28年５月31日)

１ 製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

　

２ 地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

(2) 有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。
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３ 主要な顧客ごとの情報

(単位：千円)

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

第一交通産業グループ 704,394 移動体通信

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

該当事項はありません。

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

該当事項はありません。

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前連結会計年度(自 平成26年６月１日 至 平成27年５月31日)

該当事項はありません。

当連結会計年度(自 平成27年６月１日 至 平成28年５月31日)

装置等関連事業において、当社の持分法適用関連会社であった株式会社石井工作研究所の株式を公開買付けによ

り取得し、同社は平成28年３月22日付で当社の連結子会社となりました。これに伴い、当連結会計年度において、

554,964千円の負ののれん発生益を計上しております。
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(１株当たり情報)

前連結会計年度
(自 平成26年６月１日
至 平成27年５月31日)

当連結会計年度
(自 平成27年６月１日
至 平成28年５月31日)

１株当たり純資産額 189.70円 192.35円

１株当たり当期純利益金額 48.03円 13.60円

潜在株式調整後１株当たり当期純
利益金額

47.97円 13.56円

(注) １．当社は、平成26年８月１日付で、普通株式１株につき普通株式４株の株式分割を行っております。当該株式

分割が前連結会計年度の期首に行われたと仮定して、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額及び

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額を算定しております。

２．１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。

前連結会計年度
(自 平成26年６月１日
至 平成27年５月31日)

当連結会計年度
(自 平成27年６月１日
至 平成28年５月31日)

１株当たり当期純利益金額

当期純利益（千円） 1,112,316 314,896

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―

普通株式に係る当期純利益（千円） 1,112,316 314,896

普通株式の期中平均株式数（株） 23,157,219 23,157,600

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額

当期純利益調整額（千円） ― ―

普通株式増加数（株） 31,215 61,145

(うち、新株予約権（株）） (31,215) (61,145)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
当期純利益金額の算定に含まれなかった潜在株式の概要

― ―

(注) ３．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前連結会計年度
(平成27年５月31日)

当連結会計年度
(平成28年５月31日)

純資産の部の合計額（千円） 4,443,986 6,988,175

純資産の部の合計額から控除する金額（千円） 50,948 2,533,822

(うち、新株予約権（株）） (50,948) (71,245)

普通株式に係る期末の純資産額（千円） 4,393,037 4,454,353

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普通株式
の数（株）

23,157,600 23,157,600
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(重要な後発事象)

株式会社石井工作研究所は、平成28年６月10日開催の取締役会において、下記のとおり固定資産の譲渡を決議いた

しました。

（１）譲渡の理由

株式会社石井工作研究所は、資産効率の改善を図るため遊休不動産を譲渡することといたしました。

（２）譲渡資産の概要

所在地 種類 面積 現 況

東京都港区浜松町２丁目 土地 143.10㎡ 遊休不動産

（３）譲渡先の内容

国内の一般事業者である譲渡先並びに譲渡価格につきましては、契約上の都合により公表を控えさせていただ

きます。なお、譲渡先と当社との間に資本関係、人的関係及び取引関係はなく、譲渡先は当社の関連当事者にも

該当いたしません。

（４）譲渡の日程

取締役会決議日 平成28年６月10日

契約締結日 平成28年６月10日

物件引渡し日 平成28年６月23日

（５）当該事象の連結損益に与える影響額

当該固定資産の譲渡に伴い、翌連結会計年度において、固定資産売却益177百万円を特別利益として計上する見

込みであります。
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